編集後記・奥付 by 徳永 貴志
編集後記・奥付
著者 徳永 貴志
雑誌名 和光経済
巻 49
号 3
ページ 74-74
発行年 2017-03
URL http://id.nii.ac.jp/1073/00004155/
編集後記
　フランスでは，2016 年に労働法の大幅な改正が行われました。本改正で最も議論になっ
たのは，企業別労使合意を優先させる規定です。すなわち，フランスではこれまで労働時
間や賃金等の労働条件について，産業部門別の労使合意に基づいて決定することを原則と
してきましたが，新しい制度の下では，産業部門別の労使合意が労働者にとって有利な場
合でも，個々の企業における労使合意がそれに優位することになります。例えば，労働者
が週 35 時間の法定労働時間を超えて残業した場合の割増賃金の決定や，新たな市場の開
拓など企業の発展を目的とした労働条件の改定について，個々の企業の裁量権が大きくな
るわけです。また，企業の競争力維持に必要な企業再編等に基づく従業員の解雇について，
その要件が具体的に明確化されたことにより，労働者は今後，企業による解雇の決定に対
して異議を申し立てることが困難になると見られています。このような労働の規制緩和は，
ドイツやイタリアなど他の EU 諸国でもすでに実施されており，フランスでも自国企業の
競争力を拡大し，外国企業の誘致を促進することを旗印に，オランド政権の最重要政策の
一つとして導入されました。
　我が国においても，現在，安倍政権の下で「働き方」改革が議論されています。もとも
と労働規制の緩い日本と，規制の厳しいフランスとを同列に論じることはできませんが，
経済のグローバス化が進むなかで，自国の労働者の権利保護と企業競争力の維持・拡大と
のバランスをいかに図っていくかは各国共通の課題であり，先進国にとっては難問でもあ
ります。
　さて，『和光経済』第 49 巻第 3 号をお届け致します。ご投稿いただきました先生方には，
編集委員会一同，心よりお礼申し上げます。次号以降も引き続き，研究成果のご投稿をお
待ちしております。
 （2017 年 3 月　徳永貴志　記）
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